
38 …建設政策 2016.9№169

はじめに

２０１４年の春に結成された旭川ワーキングプア
研究会（代表：小林史人弁護士。以下、研究会）
による調査・研究成果などをこの間、本誌で紹
介してきた。１６５号では、２０１５年に行った公共
工事現場調査の「中間報告」をした。
このたび、最終報告を『旭川市の公共工事現
場調査報告書』（以下、『報告書』）にまとめ、
また、調査結果の一部を、研究会の発足から現
在までの取り組みとあわせて整理した（拙稿「旭
川ワーキングプア研究会の取り組みと、旭川市
発注の公共工事現場における建設労働者の賃
金」『北海道自治研究』第５７０号）。
これらと内容は重複するが、賃金部分に焦点
をあてて旭川での調査結果を本稿でも紹介し、
各地の運動に貢献したい。調査結果に入る前に

まずは公共工事設計労務単価についてみておく。

公共工事設計労務単価の引き上げと、同単価
の性格

担い手確保の危機を前に、国は、建設産業に
おける政策の修正を図っている。一つは、９０年
代後半をピークに下がり続けてきた公共工事設
計労務単価（以下、労務単価とも略称する）を
２０１３年度から大幅に引き上げたこと（図表 １）、
今一つは翌年（２０１４年） ６月のいわゆる「担い
手三法（公共工事の品質確保の促進に関する法
律、公共工事の入札及び契約の適正化の促進に
関する法律、建設業法）」の改正である。
労務単価の引き上げを、ここ北海道の主要１２
職種についてみると（図表 ２）、１４年度から１５
年度に限定してみても、交通誘導員 Aでは７．１
％増で １万円台に乗ったほか、鉄筋工、大工、
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図表 2 　北海道の主要12職種の公共工事設計労務単価の推移（2012～2015年度） 単位：円

年度 特殊
作業員

普通
作業員 軽作業員 とび工 鉄筋工 運転手

（特殊）
運転手
（一般）型わく工 大工 左官 交通誘

導員Ａ
交通誘
導員Ｂ

２０１２ １３，４００ １１，０００ ９，２００ １３，４００ １３，６００ １３，３００ １１，１００ １３，１００ １４，０００ １４，０００ ７，９００ ７，１００
２０１３ １５，４００ １２，７００ １０，６００ １５，７００ １６，０００ １５，３００ １２，８００ １５，４００ １６，５００ １６，５００ ９，１００ ８，３００
２０１４ １６，４００ １３，５００ １１，３００ １７，１００ １７，４００ １６，３００ １３，７００ １６，８００ １８，０００ １８，０００ ９，９００ ８，９００
２０１５ １６，７００ １３，８００ １１，５００ １８，２００ １８，６００ １６，６００ １４，０００ １７，９００ １９，２００ １９，２００ １０，６００ ９，１００

伸び率
２０１２→２０１５ １２４．６ １２５．５ １２５．０ １３５．８ １３６．８ １２４．８ １２６．１ １３６．６ １３７．１ １３７．１ １３４．２ １２８．２
２０１４→２０１５ １０１．８ １０２．２ １０１．８ １０６．４ １０６．９ １０１．８ １０２．２ １０６．５ １０６．７ １０６．７ １０７．１ １０２．２

出所：国土交通省「公共工事設計労務単価」より作成。
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出所：国土交通省「公共工事設計労務単価」2015年版に添付されていた資料より作成。

図表 1 　公共工事設計労務単価の推移（全国）

出所：国土交通省「公共工事設計労務単価」２０１５年版に添付されていた資料より作成。
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左官、型わく工、とび工の ５職種が ６％を超え
る伸びを示していることを、後でみる現場調査
の結果との比較で確認しておきたい。

「公共工事労務費調査」に基づき決められ、
予定価格の積算に用いられる「公共工事設計労
務単価」とは、国土交通省の説明（「公共工事
設計労務単価について」）によれば、第一に、「所
定労働時間内 ８時間当たりの単価」で、「時間外、
休日及び深夜の労働についての割増賃金、各職
種の通常の作業条件または作業内容を超えた労
働に対する手当等は含まれていない」。
重要なのは、第二に、「公共工事設計労務単
価は、労働者に支払われる賃金に係わるもので
あり、現場管理費（法定福利費の事業主負担額、
研修訓練等に要する費用等）及び一般管理費等
の諸経費は含まれていない」ことだ。というの
も、国交省も課題として認めるとおり、同単価
が「労働者の雇用に伴い必要な賃金以外の経費
を含んだ金額と誤解され、必要経費分の値引き
を強いられる結果、技能労働者に支払われる賃
金が低く抑えられているとの指摘がある」から
だ（「建設労働者等の雇用に伴う必要経費を含
む金額の参考公表」）。発注者の責任で是正が求
められる。
ところで第三に「公共工事設計労務単価は、
公共工事の工事費の積算に用いるためのもので
あり、下請契約等における労務単価や雇用契約
における労働者への支払い賃金を拘束するもの

ではない」のだという。当局により強
調されるこの規定は、しかしながら、
公金の扱われ方として不適切と考える。
さて、労務単価の引き上げの際には、
公共発注者である自治体にも、「技能
労働者への適切な賃金水準の確保に係
る要請」文書が発出され（２０１３年 ３ 月
２９日）、提示された労務単価の早期適用、
ダンピング受注の排除、法定福利費の
適切な支払と社会保険等への加入徹底
に関する指導が要請されている。そし

て私たちがフィールドにしている旭川市では、
本誌第１６３号所収の拙稿（「公契約に関する旭川
市の取り組み――旭川市の資料より」）でふれ
たとおり、市民が豊かで安心して暮らせる地域
社会の実現に寄与することを目的」に、「公契
約に関する方針」が定められている。
では実態はどうであったか。以下、賃金部分
に焦点をあてて結果をみる（調査の概要は『報
告書』など参照）。

日給制労働者と月給制労働者の賃金――公共
工事現場調査より

○分析の説明
公共工事現場調査では、２０１５年 ９ 月から１２月
にかけて、最終的に、計１３現場を訪問し、１０１
人から回答を得た。本稿では日給制労働者６０人
と、月給制労働者２４人の結果を取り上げる（前
者は「季節雇用」が ５割強を占め、後者は ９割
弱が「通年雇用」である）。
労務単価は ８時間当たりの金額なので、日給
制労働者の場合にはそのまま賃金と労務単価を
比較したが、月給制労働者の場合には、２２日～
２５日働いたと仮定した場合に得られるはずの金
額（労務単価×２２日分、×２５日分）と、賃金と
を比較した。月給制労働者の ９割は、休日状況
を「毎週日曜」のみだと回答しているので、無
理はない設定である。むしろ、比較となる労務
単価を低めに設定したことになる（以上の詳細

図表 3 　予定価格の積算体系

出所：国交省「公共工事設計労務単価の概要」より。

予定価格の積算体系

請負工事費

工事価格
工事原価

一般管理費等
・会社（本支店）の必要
　経費、適正利潤　等消費税相当額

間接工事費

直接工事費 【歩掛×単価】

労働者の雇用に伴う会社負担の諸経費が含まれる

共通仮設費
・現場の安全費等
現場管理費
・現場労働者の募集等
　に要する経費
・法定福利費等
　（事業主負担分）　等

　　　　　　　　労務単価
歩掛（数量）　×　資材単価
　　　　　　　　機械経費
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は『報告書』を参照）。
なお、労務単価の比較対象となる回
答者の賃金とは（図表 4）、基本給だ
けでなく、諸手当や一時金なども含む
（換言すれば、調査ではそこまで把握
する必要がある）。
では、まず基本賃金について、金額
と、その増減（対前年比）をみていこ
う。なお、以下では不明は除いて計算
を行っているので、各設問の有効回答数は必ず
しも一致しない。

○上がらぬ基本賃金、労務単価を下回る賃金
賃金に関する調査結果の要点は、賃金水準の
低さと、変化（改善）がみられないことである。
日給制労働者（図表５，６）では、基本賃金は、
全体の ３分の １強が １万円に満たず、平均値は
１０，３３７円にとどまる。しかも前年比で基本賃金
が増えたのは全体の ２割強にとどまる。
月給制労働者（図表７，８）では、基本賃金は
平均で２２万7，１２５円で、２５万円以上（年額換算
で３００万円以上）支給されているのは、合計で
約 ３割にとどまる。 ９割弱が「通年雇用」され
ている者のこれが実態である。なお、 ８割弱は
基本賃金に変化がみられない。
図表は省略するが、これらの基本賃金以外の
諸手当や賞与の支給割合は、通年雇用者の多い

月給制労働者でこそ高い（８２．６％、７３．９％）も
のの、日給制労働者では、それぞれ全体の ４分
の １にとどまる（26.7％、25.0％）。
さて、諸手当と賞与の支給状況及び回答状況
をふまえ、設計労務単価との比較ができたのは、
計６１人である（図表 9）。先に結果をまとめると、
どの事例でも賃金は労務単価を下回っていた。
まず、比較が容易な日給制労働者をみてみる。
第一に、「諸手当も賞与も支給されていない」
日給制労働者①３５人についてみると、基本賃金
の平均値は１０，９５４円で、基本賃金の労務単価に
占める割合は（図表10）、最小値が４２．６％、最
大値が９２．５％、平均値は６９．３％である。第二に、
日給制労働者②の１４人は（図表11）、基本賃金
の平均値は９，４２１円で、 １日当たりの諸手当や
賞与を足し合わせた合計賃金の平均値は１０，５４８
円である（両者の差は1，１２７円）。そして、合計
賃金が労務単価に占める割合は、最小値は５４．９

図表 5 　今年の基本賃金額
（日給制労働者）（n＝60）

図表 6 　基本賃金の増減
（日給制労働者）（n＝53）

図表 7 　今年の基本賃金額
（月給制労働者）（n＝24）

図表 8 　基本賃金の増減
（月給制労働者）（n＝18）

賃金

諸手当

割増賃金 時間外割増賃金、休日割増賃金など

実物給与

定期の賃金

臨時の賃金等

基本となる賃金 ①基本給相当額

工具手当（経費に関するもの）、突貫手当など

②基準内手当
家族手当、現場手当、役付手当、
技能手当など

③実物給与
通勤定期の支給、食事の支給など

④臨時の給与
賞与、退職金など

図表 4 　公共工事設計労務単価の構成

出所：図表 3に同じ
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％、最大値は９０．６％、平均値は７１．４％である。
つまり、日給制労働者①も②も、労務単価に占
める賃金の割合は、平均で ７割程度ということ
になる。
次に月給制労働者である。第一に、月給制労
働者①については（図表は省略）、月給が１８万
円で、労務単価（×２５日分）と比較すると５２．２
％である（２２日分のと比較すると５９．３％）。第
二に、月給制労働者②の１１人については（図表
１2）、基本賃金の平均値が２４万3，０９１円、合計賃金
の平均値が２９万５１５円で、両者の差は、４7，４２４
円である。労務単価（×２５日分）と比較すると、
平均値は７１．１％である（×２２日分と比較すると
８０．８％に上昇）。
以上にみてきたとおり、公共工事設計労務単
価の大幅な上昇に対して、まず、基本賃金に変
化（増加）の動きがあまりみられない。また水
準は、労務単価に比べると日給制・月給制の別
なく ７割程度の賃金水準にとどまる。この工事
現場への回答者の入場状況は、約 ６割が「 １ 次

下請」で、「元請」（１４．１％）を含めると、全体
の ４分の ３を占めるにもかかわらず、である。
そもそも受発注価格が適正でないのか、賃金以
外の部分にまわされたのか、もしそうであれば
その理由は何であるのか、追求していきたい。

まとめに代えて

２０１６年 ７ 月１４日、旭川ワーキングプア研究会
は、公契約条例の制定を求める「要望書」を旭
川市議会に提出した。今後、地域の建設産業政
策全体を視野に入れて、業界団体や議会との意
見交換などを粘り強く進めていく。
（かわむら　まさのり　北海学園大学教授、建
設政策研究所北海道センター）

図表１2　基本賃金・諸手当・賞与等一覧（月給制労働者②） 単位：円，％

番号 職種

基本賃金
（月額）

諸手当 賞与 合計賃金 公共工事設計労務単価 同単価に占める割合
有無 支給金額 有無 合計金額 １ヶ月当たり

（試算）
日額 ×２２日 ×２５日 ×２２日 ×２５日

ａ ｂ ｃ ｄ ｆ（ａ＋ｂ＋ｄ） ｇ１ ｇ２ ｇ３ ｈ１（ｆ／ｇ２） ｈ２（ｆ／ｇ３）
１５ 普通作業員 ２８０，０００ ○ １５，０００ ○ ５２０，０００ ４３，３３３ ３３８，３３３ １３，８００ ３０３，６００ ３４５，０００ １１１．４ ９８．１
１９ 運転手（特殊） ２２６，０００ ○ １５，０００ ○ ２５０，０００ ２０，８３３ ２６１，８３３ １６，６００ ３６５，２００ ４１５，０００ ７１．７ ６３．１
２１ 普通作業員 １９８，０００ ○ ５０，０００ ○ １６０，０００ １３，３３３ ２６１，３３３ １３，８００ ３０３，６００ ３４５，０００ ８６．１ ７５．７
３０ 特殊作業員 ２２０，０００ ○ ２０，０００ × ２４０，０００ １６，７００ ３６７，４００ ４１７，５００ ６５．３ ５７．５
４３ 普通作業員 １５０，０００ ○ ３０，０００ ○ ４５０，０００ ３７，５００ ２１７，５００ １３，８００ ３０３，６００ ３４５，０００ ７１．６ ６３．０
４４ 普通作業員 ２００，０００ ○ １５，０００ ○ ８００，０００ ６６，６６７ ２８１，６６７ １３，８００ ３０３，６００ ３４５，０００ ９２．８ ８１．６
５５ 板金工 ３００，０００ ○ ５，０００ ○ ６５０，０００ ５４，１６７ ３５９，１６７ １９，３００ ４２４，６００ ４８２，５００ ８４．６ ７４．４
５７ 板金工 ２００，０００ × ○ ３５０，０００ ２９，１６７ ２２９，１６７ １９，３００ ４２４，６００ ４８２，５００ ５４．０ ４７．５
５８ 板金工 ３５０，０００ ○ ７，５００ ○ ４５０，０００ ３７，５００ ３９５，０００ １９，３００ ４２４，６００ ４８２，５００ ９３．０ ８１．９
９５ 電工 ３００，０００ ○ ２０，０００ ○ １００，０００ ８，３３３ ３２８，３３３ １７，７００ ３８９，４００ ４４２，５００ ８４．３ ７４．２
９９ 配管工 ２５０，０００ × ○ ４００，０００ ３３，３３３ ２８３，３３３ １７，３００ ３８０，６００ ４３２，５００ ７４．４ ６５．５

平均 ２４３，０９１ ２９０，５１５ ８０．８ ７１．１
注 １ ：紙幅の都合で諸手当の内容は省略。支給単位は全員 １ヶ月単位である。
注 ２：賞与について、ｄはｃを１２ヶ月で除して算出。

図表 9 　諸手当と賞与の支給及び「回答」状況

日給制労働者 月給制労働者

①諸手当も賞与も支給されて
いない者 ３５人 １ 人

②諸手当と賞与のどちらか、
あるいは、両方が支給されて
いて、金額が明らかな者

１４人 １１人

注：残りは支給状況や支給金額が不明な者。

図表10
労務単価と比較した賃金水準

（日給制労働者①）（n＝35）

図表１1
労務単価と比較した賃金水準

（日給制労働者②）（n＝14）


